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自己紹介
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日本航空
デジタルイノベーション本部
事業創造戦略部 MaaSグループ

東原 祥匡（ひがしはら よしまさ）

⚫ 2007年 日本航空株式会社入社 関西国際空港勤務
⚫ 2008年 国際線を中心とした客室乗務員を経験
⚫ 2010年 客室乗務員の人事、採用、広報等を担当
⚫ 2015年 社外出向
⚫ 2017年 人財本部 人財戦略部 厚生企画・労務グループにて

勤怠・規程等の労務、D&I、ワークスタイル変革

2020年 観光庁「MICE 参加者のブレジャー促進連絡会」 委員
2021年 日本ワーケーション協会公認 ワーケーションコンシェルジュ
2021年 「みえモデルワーケーション研究会」 幹事会委員
2021年 観光庁「新たな旅のスタイル促進事業」アドバイザー

⚫ 2022年 現職
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これまでの自身のワーケーション体験地
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テネシー州

ニューヨーク州

シンガポール

ハワイ州

北海道・斜里町

宮城県・鳴子温泉

福岡県・今宿

大阪府・大阪市

鹿児島県・徳之島町

和歌山県・白浜町

沖縄県・那覇市

沖縄県・名護市

栃木県・鬼怒川温泉

神奈川県・湯河原温泉

北海道・利尻町

鹿児島県・和泊町

神奈川県・逗子市

千葉県・館山市長崎県・大村市
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栃木県での取り組み

鬼怒川温泉でのワーケーションモニターツアー（2021年6月）

コロナ禍での一時的な需要減をヒントに、平日の閑散期を活用した
長期滞在の可能性を模索。後のインバウンドの需要回復も見据えた施策に

日本航空の社員が就航地ではない鬼怒川温泉に3泊4日滞在
平日には業務をリモートで行い、今後の可能性について温泉旅館と意見交換を実施
自然豊かな鬼怒川の魅力を生かし、アドベンチャーツーリズムも活用したプランニング

⚫ オフではその土地ならではのアクティビティを実施

⚫ 滞在中は宴会場をワーキングスペースとして活用

⚫ 食事はすべて異なる場所で、異なる食事の提供

「鬼怒川グランドホテル 夢の季」他、計3施設で実施

28
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栃木県での取り組み

「農泊×ワーケーション」の魅力と可能性 シンポジウム（2021年1月）

有形文化財ホテル「飯塚邸」（那珂川町）にて、全国農協観光協会様の主催する
シンポジウムへ参加。企業・社員目線、地域目線など多方面からのディスカッションを実施。

「奥日光ブレジャーツアー」（2020年10月）

アフターコロナを見据えたインバウンドを中心とした奥日光へのブレジャーの可能性を考える
東武トップツアーズ様の主催するモニターツアーに講師として参加。

29
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本日お話しすること
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２．企業におけるワーケーションの取り組み

３．地域と考えるアフターコロナへの取り組み

１．コロナ禍から考える企業における課題感



１．コロナ禍から考える企業における課題感

～より求められる柔軟性のある働き方～

31
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「New Normal」で目指す姿（アフター・コロナ）
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自分の時間を自身でマネージメントできる人財へ

2020年
⚫ 定住場所の多様化
⚫ 日本全体で労働力の分散

➢ BCP対策
➢ 地域創生・関係人口の増加
➢ 地域の労働力人口の補填

⚫ 兼業・副業で自己成長
⚫ D&Iの推進（少子高齢化）

✓ 障がい者雇用の地方採用の拡大
✓ 介護を抱えても働ける環境の構築

⚫ 時間軸を脱する時間管理に
✓ 所定労働時間の削減
✓ 所定労働日の削減

地域
新しい
生活様式

人財育成・人財確保を
2軸で推進

⚫ 新たな生活様式の確立
⚫ “考える”時間を生み出す
⚫ より生産性の高い業務スタイルに
⚫ 地域創生・社会貢献

アフター・コロナとして継続すべき新たな働き方を目指す

採用競争力・人財確保（維持）に大きな影響を与える可能性がある
コロナでそのニーズは早まっている

10年後？
→2～3年後？
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「New Normal」に向けたトライアル検証

ガイドラインの設定

ウィズ・コロナを踏まえ、JALグループとしての「New Normalな働き方」に向け

全間接部門向けトライアル検証実施（検証期間：2020.08~10)

2020年7月13日発信：Management Now +PLUS

各組織における出社日数や出社率のガイドラインの設定

➢ 一般間接部門
各組織においてテレワークを中心としたうえで出社日数を
週3回以下、週2回以下、週1回以下と設定

➢ 現業間接部門(*)
各組織において出社率を原則 6割以下として設定

33
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今後の方向性
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出社実績
一般４割・現業６割

業務効率
落ちていない

課題対策

実績・意識

コミュニケーション
雑談・気付き

業務プロセス
紙・押印の見直し

組織毎の最適化
ハイブリッドの割合

ワークライフバランス
オンオフの切替え

健康管理
心理的疲労・孤独感

IT活用
慣れてきた

社員の意向
歓迎・もっとやれる

コスト効果
出社コスト減

➢ 一般間接４割、現業間接６割の働き方ができている
➢ コミュニケーション上の課題など制約要件の打ち手を考え
ハイブリッドワークとして各部門に最適な業務スタイルを模索していく



２．企業におけるワーケーションの取り組み

～JALの取り組みを参考に～

35
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ワーケーションに関する課題感

⚫ 地域での受け入れ頻度や期待される市場規模と比較し、企業側にとっ
ては常時行う施策ではないため、より動きが鈍く感じられてしまう

⚫ ワーケーションなどの遠隔地における勤務の制度導入については、事
業運営において必須ではない

⚫ しかしながら、企業としても時間と場所に捉われない働き方について
はコロナ禍でさらに考えていかなくてはならない状況

⚫ 労働市場を考えていくなかで、遠隔地勤務は日本全体の抱える課題も
多くあり、地域や企業が避けては通れない課題

課題感

地域での取り組みや議論は盛んだが、企業側の動きが鈍い



©Japan Airlines, ALL rights reserved.

企業におけるワーケーション
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導入時に何から手を付けてよいか
わからない

職種等の違いによる公平性が
担保できない

なんとなくニーズがあると思うが
メリットが明確にならない

労務管理が大変そう

企業にて制度設計に携わる方の声
（観光庁「新たな旅のスタイル促進事業」アドバイザー担当時の声）
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企業におけるワーケーション
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目的はワーケーションの実施ではありません

自律型人財の育成

働き方改革の一環 社員のエンゲージメント向上

今後の労働市場の模索

BCP 離職防止

組織活性化 CSR

ワーケーションを打ち出すことだけでは
必ずしも人流を生み出す施策とはならない
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JALにおける今後の取り組み

・ワ―ケーションに興味・関心の高い自治体と企業をつなぎ、 体験モニター企画、
企業からの参加者誘致を行い、自治体と企業の課題解決や交流人口・関係人口の拡大を目指す。

自治体

企業

⚫ ワーケーション先進企業として、社会課題の解決に向けた取り組み支援
⚫ 地域における一過性のワーケーション企画でなく、継続的な取り組みへ

新たな需要拡大に向けて

新たな人の流れを生み出すことにより
今後の新たなビジネスモデルを構築することができる

2021-2025年度 JALグループ中期経営計画

収益性改善に向けた戦略 「成長する需要の獲得」
⚫ 「地方移住やワーケーションの普及促進」「インバウンドの地方への誘客」による首都圏=地方移動需要の獲得

39

ワーケーションを軸とした協創型コミュニティ
「ワークスタイル研究会」を発足
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JALのﾜｰｹｰｼｮﾝ・ﾌﾞﾘｰｼﾞｬｰ

休暇
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ワーケーション
休暇時に一部、業務を認める制度

旅行・帰省

休暇 休暇休暇会議

就業
時間

ブリージャー
出張時に休暇がつけられる制度

ビジネス レジャーワーク バケーション

業務業務 休暇休暇業務

出張

2017年7月～ 2019年5月～

その土地・地域でしかできない経験、体験を通して感性を養い自己成長へ

社員の声を反映する形で、休暇取得の実現のためのワーケーションを
2017年に導入
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さまざまなワーケーション
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出所：産労総合研究所「人事実務」（2020年2月号）
ワーケーションで変わる働き方と休み方
山梨大学生命環境学部地域社会システム学科教授 田中敦
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ワーケーションの浸透施策
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※継続して実施・参画しているものは初年度のみ記載

年度 社内浸透施策等（赤字:社員参加型企画） 社外・お客さま等

2017
ワークショップ

テレワークデイズにおける役員による体験
和歌山県白浜体験ツアー

2018
勤怠システム導入（ワーケーション選択可）

イントラページ作成
鹿児島県徳之島町実証事業

ハワイ線・新コンセプトにワーケーション・ブリージャーサポートプラン

2019
ブリージャー導入

国内外4都市における価値創造体験企画
（北海道・愛媛・オーストラリア）

MINDS（異業種連携によるミレニアル世代の働き方改革推進コミュニ
ティ）においてワーケーションプロジェクトのリーダーとして参画

2020
NTTデータ総合研究所・JTBと共にワーケーション実証実験の実施

ジャルパック社によるワーケーションツアー販売
「温泉Biz」参画

2021

鬼怒川温泉ワーケーションモニターツアー
利尻島ワーケーションモニターツアー

「地域と共創型のNewNormalな新しい
ワークスタイル」検証（コロナ禍のため実施保留中）

壱岐島ワーケーションモニターツアー

社内や社会全体のワーケーションの浸透のため
初めの一歩を踏み出せるようなプログラムや浸透施策を企画

取り組みサマリー
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ワーケーションの浸透に向けた取り組み
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異業種連携によるミレニアル世代の働き方改革推進コミュニティ
MINDS※(Millennial Innovation for the Next Diverse Society) 

参画企業のメンバーそれぞれが自身の課題としたいテーマを選択。これまでワーケーション等の取り組みを積極的
に行っているJALがプロジェクトリーダーとして参画。

2019 年 1 月 1 日 発足

実証事業

労働者の心理状態についてのアンケート等の調査を実施
職場環境に求める「時間と場所の制約からの解放」がポジティブに働く要素を検証。
通常のオフィスワークを続けている状況と比較し、今後、日本における労働環境が変
化していくなかでも、一人一人の労働者がいきいきと活躍できる環境について提言。

実施時期 2019年12月上旬（2020年2月に報告）

実施場所 ハワイ（ハワイ島）

外部企業の初めの一歩を後押し、エンゲージメント調査

社外を巻き込んだワーケーション企画
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ワーケーションの浸透に向けた取り組み
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普段と比べ、どの程度仕事に対して
ストレスを感じるか？

普段と比べ、上司との関係性は
良好であると感じるか？

今の会社で働き続けたいと思うか？

プライベート・私生活は
充実しているか？

ワーケーション実施時のみ
ポジティブな効果

ワーケーション実施時のみ
ポジティブな効果

ワーケーション実施後
ポジティブな効果が継続

ワーケーション実施前より
ポジティブな効果

全体を通してワーケーション
実施者の回答がポジティブに

（第3回のみ）就労環境別平均値

調査結果
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JALにおけるワーケーション等の実績
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総実労働時間 年次有給休暇取得率

ワーケーション ブリージャー

2018年度実施者総計 174人日
2019年度実施者総計 247人日
2020年度実施者総計 918人日

※2017年度は夏期期間のみ集計 11人

2020年度については、約530名の社員が
年度内でワーケーションを活用しています。

2019年度実施者総計 168件
※2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響で

出張が少ないことから集計無し
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ワーケーションの魅力
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企業

個人・チーム

社会

時間と場所に捉われない、柔軟性のある働き方の推進
（長期休暇の取得促進やD&Iの推進）

いつもと異なる環境と経験で自己成長、そして新たな活力に

地域活性化へも繋がる新たなワークスタイルへ

日本全体のワークスタイル変革に繋がる取り組みへ



３．地域と考えるアフターコロナへの取り組み

～新たな需要の創出を目指して～

47
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地域共創を見据えた新たな取り組み
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社会貢献活動プログラム概要（予定）
□愛媛県 ・・・ 地域の新たな商品レシピ作り

＊果樹園手伝い、収穫された柑橘を活用

□石川県 ・・・ 里山の環境保全活動
＊耕作放棄地を活用した羊放牧の管理や、親子の自然体験教室お手伝い

□岩手県 ・・・ 重要文化財を、交流施設として活用
＊街に古くから残る施設を活用、そこで開催されるイベント企画

□兵庫県 ・・・ 地域映画館で、文化の再興
＊一度閉館されながらも、街の人の手で蘇った昔ながらの映画館でのイベント支援

➢ まずはJALの社員が各地訪問、ワーケーションの実施
↓

➢ 現地で社会貢献活動に参加、地域の求めるニーズを把握
↓

➢ 地域の関係人口創出・労働力向上による地域活性化について考える

ワーケーションを活用した「地域と共創型のNewNormalな新しいワークスタイル」を検証

さらにワーケーションを発展させ、アフターコロナを見据え関係人口の増加や
労働力人口の減少といった社会課題の解決へも繋げた取り組みへ
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ワーケーションから気づく地域での過ごし方
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またこの街にまた来たい、またこの人に会いたいと思える
第二・第三の故郷となる街づくりへ

⚫ 柔軟性のある働き方が浸透するに従って、平日に跨る滞在の実現性が
高まる。延泊による閑散期の需要創出へ。

⚫ コロナ禍を迎え、旅のニーズも変化してきており、個人手配の旅がよ
り進んできている。

⚫ リスクを考えて、一定の時間で帰京できる場所での滞在を好む場合も
ある。近距離、長距離と求めているニーズが異なる。

⚫ 単発の滞在ではなく、そこに帰ってくる何かがあるとよりその地域の
魅力は高まる。

⚫ 一方、地域における出会いの接点や、滞在が長くなるほど交通網の課
題など、過ごし方が変化していくにつれ、選択肢の多さも必要となる。
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JAL MaaSについて（ご紹介）

50

空を基軸としたダイナミックな移動
航空×鉄道のリアルタイム運行情報の提供や空港混雑状況な
ど、空を基軸とした移動に関わる情報提供や、空港⇔自宅/
目的地の移動をサポート。
また、手荷物当日配送サービスなど自社事業サービスも展開。

JMBを活用したパーソナライズ
約3000万人のJMB会員のプロファイルとMaaS基盤から取得
したデータを活用し、航空利用以外のTravel&Life領域でも航
空領域同様、パーソナライズされたサービスを提案。

世界中をシームレスに繋ぐ旅の提供
将来的には、63か国368都市*への航空ネットワークを生か
し、世界中旅慣れない国・都市・地域での旅をトータルでサ
ポート。
まずは国内をターゲットとし、現状業種や目的によって分断
された旅の計画・移動などを一つのプラットフォームで提供。

*2021年3月現在
https://www.jal.com/ja/outline/route.htmlzz

空の移動を軸に、スマホ一つで目的地までをシームレスに移動できる
サービスを提供し、誰もが自由に移動できる社会を実現
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＜パネルディスカッション＞

コーディネーター波木 恵美 様
鬼怒川グランドホテル夢の季 代表取締役

観光庁 VISITJAPAN大使



＜パネルディスカッション＞

パネリスト早川 公一郎 様
株式会社足利フラワーリゾート 代表取締役



＜パネルディスカッション＞

パネリスト外池 茂樹 様
株式会社外地酒造店代表取締役社長



＜パネルディスカッション＞

パネリスト藤井 大介 様
株式会社大田原ツーリズム 代表取締役社長



株式会社大田原ツーリズム

藤井 大介

農村観光の取り組みについて



ＤＭＯ

Destination Manegement Organization

 観光物件、自然、食、芸術・芸能、風習、風俗など当該地域
にある観光資源に精通し、地域と協同して観光地域作りを行
う法人のこと

 観光庁の認定制度 令和3年1月7日時点 １７４組織が認定

 １７４組織のうちインバウンドの誘客を含む観光地域振興に
積極的に取り組む先駆的なDMOを重点支援ＤＭＯ ３２組織



大田原



大田原ツーリズムの取組・実績
 商号 株式会社 大田原ツーリズム

 事務所所在地 大田原市本町1丁目3番3号

 大田原市総合文化会館2階

 役員 ７名（常勤1名）

 従業員 １３名

 グリーン・ツーリズム事業 ２名

 ホテル事業 ２名

 経理・事務 ２名

 その他パート ７名

 出資 6,500万円（5,000万円を大田原市が出資)
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大田原ツーリズムの特長

地域の体験をとりまとめる中核法人

 大田原市が出資し官民と立ち上げ第３セクター

 地域の農業を中心とした宿泊、体験、交流のコンテンツの企
画造成、販売

 農家民宿１８０軒をコーディネート

 第２種の旅行業を取得する

町一体型ホテルを運営する中核法人

 有形文化財ホテル飯塚邸の運営

 宿泊だけでなく、地域の体験や食事を提供

〇重点支援ＤＭＯ認定

〇地域未来牽引企業



日本の子供たち

社会人・企業

アジア圏を中心としたインバウンド

旅行業の顧客 団体旅行



ホテル業の顧客 個人旅行

都会からの個人旅行客

海外からの長期滞在の個人旅行客



旅行業 大田原の体験を提供

例

観光地ではないこの大田原で、田舎にある、そこにある人と地域資源を活用し
ながら、自分達が提供できる体験を１２０以上のプログラムにまとめました



農家民泊

農家の家に泊まり、農家の生活体験を
しながら、農業や、環境、ふるさとの
大切さを体験し、田舎の人と交流しな
ければ得られない感動があります。

一番の田舎の良さは、そこにある自然と環境、そして何よりも、気さくに話せる
田舎のおじいちゃんとおばあちゃん、その交流を大切にしてます。



農家民泊 出会い



那珂川町 有形文化財ホテル
飯塚邸を核とした街一体型ホテルの形成
有形文化財ホテル飯塚邸



飯塚邸コンセプト

一つの建物にすべてを集約。
街歩きなどができずに、大型
施設内で完結してしまう宿泊
施設。

既存のリゾートホテル 那珂川町 飯塚邸

宿泊施設以外のホテルの機能
は街の中に点在。食事する飲
食は既存の町の中で提供した
り、物販や体験施設も街の中
の人が提供。町の住民が皆様
を歓迎します。



有形文化財ホテル 飯塚邸

長期滞在用の宿泊部屋
３グループ宿泊可能（最大 大人５名×３グループ）
料金（案） 朝食付きプラン ￥2.8万円／名

◀リビング、その他、お風呂、洗面所、トイレもあり

▼２ベッドルーム×２つのセミダブルベッド



短期滞在用の宿泊部屋
３グループ宿泊可能（最大 大人３名×３グループ）
料金（案） 朝食付きプラン ￥1.8万円／名

◀１階の入り口 リビング、お風呂、洗面所、トイレ

▼２階はロフト形式でセミダブルベット２個と机

有形文化財ホテル 飯塚邸



コロナ時の取り組み



地域のブランディング 光のイベント



光のイベント



飯塚邸ワーケション



那須ペンション分泊



ユニークベニューとは

 ＭＩＣＥ

企業等の会議（Meeting）、企業等の行う報奨・研修旅行
（インセンティブ旅行）（Incentive Travel）、国際機関・
団体、学会等が行う国際会議 （Convention）、展示会・見本
市、イベント（Exhibition/Event）の頭文字を使った造語で、
これらのビジネスイベントの総称

 MICE主催者は、会議やレセプションの出席者の満足度を高め
るため、常に“特別感” を求めています。その土地特有の
“特別感”を演出するレセプション



ユニークベニュー・エクスカーション



今後の取り組み



関係人口創出 DMO連携

㈱大田原ツーリズム
（重点支援DMO）

㈱釜石DMC
（重点支援DMO）

（一社）仙北市農山村
体験推進協議会

（中核支援法人）

(一社)みなかみ町観光協会
（地域DMO）



日本版アグリツーリズモの樹立



＜パネルディスカッション＞

パネリスト黒崎 泰広 様
宇都宮市経済産業部産業政策課宇都宮サテライトオフィス 所長







＜パネルディスカッション＞

パネリスト鈴木 和也 様
那須高原リゾート開発株式会社 那須どうぶつ王国総支配人



アフターコロナに向けた栃木県観光活性化への
キックオフミーティング

202２年５月１９日

感
謝

那須どうぶつ王国 スペクタクル鈴木
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支援総額 ９５，５９０，００００ 支援者数 ５，１９４人

ファンの皆様との深い双方向のコミュニケーションが生まれた
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認知

理解

行動

認知

理解

行動

認知の幅を広げることで、

その先のアクションの数も上げる

興味を持つ

知ろうとする

来園する
寄付する

コロナ禍の最重要課題 ⇒「認知の裾野を広げる！」
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「マヌルネコの歌」

IDEA



コロナ禍 YouTube配信 その課題

拡散 •バズる

認知拡大
•バグる（不具合・意外性）

世の中のあらゆる面白いコンテンツは全て「ギャップ」で理解できる。

動物園
公式発信

エンタメ
（挑戦）

保全 重低音
ビート

おとな版「みんなのうた」



殺生石の現状

“３月５日/殺生石が２つに割れる“

観光資源のルーツであり中核をなる殺生石が破損。

SNSでも、社会環境から大きな話題につながった。

本プロジェクトでは、

現状の破損については、観光資源の喪失ではな

く、本資源の価値化の意義、参加したくなるス

トーリー作成の機会として捉える。

▼

割れた殺生石自体を

観光コンテンツとして成立させる。

プロジェクトにおける本資源の扱い



コンセプト

ミステリアステーマパーク、那須町。
殺生石から生まれる狐というコンセプトのもと、

街全体をミステリアスなテーマパークとしてブランディングしていく。



皆様に感謝！ご清聴ありがとうございました

カピィ～ハッピ～



＜パネルディスカッション＞

パネリスト西須 紀昭 様
那須塩原市観光局局長



世界の ESG Market・
RegenerativeTourism
に応える地域観光価値創造

一般社団法人 那須塩原市観光局

局長 西須 紀昭



3.責任

■ Environment 環境・脱炭素







■ Regenerative Tourizm

レンタe-ファットバイク
獣害対策里山緩衝地帯
アクティビティパーク化



＜パネルディスカッション＞

パネリスト坂内 剛至 様
有限会社ネイチャープラネット 代表取締役



＜閉会＞

沼尾綾乃
株式会社DMC鬼怒川温泉 取締役


